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最高裁第三小法廷平成21年３月３日判決
（平成20年（受）第543号不当利得返還請求事件）
裁判所時報1479号１頁・判例時報2048号９頁・判例タイムズ1301号116頁・金
融法務事情1875号67頁
【参照条文】民法166条・167条１項・703条・704条・利息制限法１条・４条
〔事実〕
１　事実の要約
Ｘ（原告・控訴人・上告人）は，貸金業者であるＹ（プロミス（株）。被告・被控
訴人・被上告人）との間で，遅くとも昭和54年１月18日までに，金銭消費貸借に係
る基本契約を締結した（本件基本契約）。ＸとＹは，同日から平成18年10月３日ま
での間，本件基本契約に基づき，金銭の借入れとその弁済を繰り返す継続的な金銭
消費貸借取引を行った（本件取引）。
原審によれば，本件取引における弁済は，各貸付けごとに個別的な対応関係をも
って行われることが予定されているものではなく，本件基本契約に基づく借入金の
全体に対して行われるものであり，本件基本契約は，過払金が発生した場合にはこ
れをその後に発生する新たな借入金債務に充当する旨の合意（過払金充当合意）を
含むものであったとされている。この過払金充当合意に基づき，本件取引により発
生した過払金を新たな借入金債務に充当した結果，最終取引日である平成18年10月
３日の時点で過払金633万2772円，同日までに発生した民法704条所定の利息は２万
6026円である。
Ｘは，本件取引によるＹへの弁済金のうち，利息制限法（平成18年法律第115号
による改正前のもの）１条１項所定の利息の制限額を超えて利息として支払われた
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部分を元本に充当すると，過払金が発生しているとして，平成19年１月11日に，Ｙ
に対して，不当利得返還を求める訴えを提起した。
これに対して，Ｙは，訴え提起から10年前の平成９年１月10日以前の弁済によっ
て発生した過払金に係る不当利得返還請求権については，過払金の発生時から10年
が経過し，消滅時効が完成しているとして主張し，時効を援用した。
いわゆる過払金の返還請求権の消滅時効の起算点がいつかが争点となった。
２　裁判の流れ
原審判決（名古屋高等裁判所平成19年12月27日判決）は，過払金に係る不当利得
返還請求権（過払金返還請求権）は，個々の弁済により過払金が生じる都度発生し，
かつ，発生と同時に行使することができるから，その消滅時効は，個々の弁済の時
点から進行するというべきであるとし，本件については，平成９年１月10日以前の
弁済により発生した過払金返還請求権については，発生から10年の経過により消滅
時効が完成したとして，同日以降の弁済により発生した過払金は，374万4000円で
あり，これに対する平成18年10月３日までに発生した民法704条所定の利息は１万
5260円であるとした（この限度でＸの請求を一部認容）。
〔判旨〕
破棄自判
「前記のような過払金充当合意においては，新たな借入金債務の発生が見込まれ
る限り，過払金は同債務に充当されることになるのであって，借主が過払金返還請
求権を行使することは通常想定されていないものというべきである。したがって，
一般に，過払金充当合意には，借主は基本契約に基づく新たな借入金債務の発生が
見込まれなくなった時点，すなわち，基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引
が終了した時点で過払金が存在していればその返還請求権を行使することとし，そ
れまでは過払金が発生してもその都度その返還を請求することはせず，これをその
ままその後に発生する新たな借入金債務への充当の用に供するという趣旨が含まれ
ているものと解するのが相当である。そうすると，過払金充当合意を含む基本契約
に基づく継続的な金銭消費貸借取引においては，同取引継続中は過払金充当合意が
法律上の障害となるというべきであり，過払金返還請求権の行使を妨げるものと解
するのが相当である。
なお，借主は，基本契約に基づく借入れを継続する義務を負うものではないので，
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一方的に基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引を終了させ，その時点におい
て存在する過払金を請求することができるが，それをもって過払金発生時からその
返還請求権の消滅時効が進行すると解することは，借主に対し，過払金が発生すれ
ばその返還請求権の消滅時効期間経過前に貸主との間の継続的な金銭消費貸借取引
を終了させることを求めるに等しく，過払金充当合意を含む基本契約の趣旨に反す
ることとなるから相当でない（最高裁平成17年（受）第844号同19年４月24日第三
小法廷判決・民集61巻３号1073頁，最高裁平成17年（受）第1519号同19年６月７日
第一小法廷判決・裁判集民事224号479頁参照）。
したがって，過払金充当合意を含む基本契約に基づく継続的な金銭消費貸借取引
においては，同取引により発生した過払金返還請求権の消滅時効は，過払金返還請
求権の行使について上記内容と異なる合意が存在するなど特段の事情がない限り，
同取引が終了した時点から進行するものと解するのが相当である（最高裁平成20年
（受）第468号同21年１月22日第一小法廷判決・裁判所時報1476号２頁参照）。」
なお，田原睦夫裁判官の反対意見が付されている（後に紹介する）。
〔研究〕
１　問題の所在と合意理論
利息制限法及び貸金業規制法（現，貸金業法）をめぐっては，司法（判例）と立
法において，非常に多くの論点について議論され，一つ一つが解釈論としても，ま
た，立法論としても難解な問題ながら，それぞれ一応の解決をみてきた
（１）
。残る問題
となっていたのが，いわゆる「一連計算ないし一連充当問題」と「過払金返還請求
権の消滅時効の起算点」の問題である。いずれも貸金業者とその借主との間で複数
の貸付けがある場合において，一方で生じた過払金（制限超過利息を超えて支払っ
た利息）を他方に充当できるかという問題（前者）であり，また，その場合に過払
金返還請求権の消滅時効はいつから起算すべきかという問題（後者）である。
前者の問題と後者の問題は，関連づけられて議論されており，前者についてのこれ
までの判例法理を押さえておく必要があるので，ここで簡単に整理しておこう。
（１）まず，最高裁は，貸主と借主の間に基本契約が締結された場合，特段の事
情のない限り，弁済当時存在する他の借入金債務に充当されるとした（最判平成15
年７月18日民集57巻７号895頁－日栄事件）
（２）
。借入総額の減少を望み，複数の権利
関係が発生するような事態が生じることは望まないという「借主の意思」（充当指
定意思の推認）を根拠としている。
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（２）ついで，最高裁は，貸主と借主との間に基本契約が締結されていない場合に
おいて，第１の貸付けによる過払金が発生し，その後に，第２の貸付けによる債務が
発生したときは，充当に関する特約が存在するなどの特段の事情のない限り，過払
金を第２の貸付けによる債務に充当することができないとした（最判平成19年２月
13日民集61巻１号182頁－丸久事件）
（３）
。平成15年と同じく借主の意思の重視しつつ，
この場合には充当指定の意思は推認することはできないことを理由としている。
（３）その後，最高裁は，同一の貸主と借主の間で，クレジットカードとローン
カードの２つの基本契約が締結された事案について，先の平成15年判決の法理（日
栄事件）を踏まえて，過払金が発生した当時，他の借入金債務が存在しなかった場
合には，過払金は当然に充当されないとしながらも，充当するという当事者の合意
があったと解して，充当を肯定した（最判平成19年６月７日民集61巻４号1537頁－
オリコ事件）
（４）
。つまり，原則としては，充当否定としつつも，例外的に当事者の合
意により充当を肯定した判決である。
（４）これに続いて，翌７月の最高裁判決は，貸主と借主との間で基本契約を締
結せずにされた多数回の金銭の貸付けの事案について，返済と貸付けの間の時間的
接着，同一の貸付条件などから，「１個の連続した貸付取引」であって，そうであ
る以上は，各貸付けに係る金銭消費貸借契約には充当の合意を含んでいるとして，
充当を肯定した（最判平成19年７月19日民集61巻５号2175頁）。
（５）また，平成20年に最高裁は，同一の貸主と借主との間で，約３年あけて，
第１の基本契約と第２の基本契約が締結されたという事案において，第１の基本契
約に基づく取引と第２の基本契約に基づく取引とが「事実上１個の連続した貸付取
引である」と評価することができる場合には，充当の合意が認められるとしつつ，
本件では，約３年の期間があいていることや利息・遅延損害金の利率を異にするこ
となどから，特段の事情（合意）を否定した（最判平成20年１月18日民集62巻１号
28頁－ぷらっと事件）。同判決は，「事実上１個の連続した貸付取引」であると評価
できるかどうかの判断要素も示している。
こうした５つの最高裁判例を整合的に理解することができるかには，議論があり
（５）
，
その関係は必ずしも明確とはいいがたいが，いずれにせよ，判例は，「債務者の充
当指定の意思」や「充当合意」を根拠として，充当の可否を決するという考え方
（ここでは合意理論と読んでおく）を採用しているということができる。
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２　消滅時効の起算点
（１）原則－法律上の障害の不存在
消滅時効は，「権利を行使することができる時」から進行する（民法166条１項）。
「権利を行使することができる時」とは，権利の行使に「法律上の障害」がないこ
とを意味し，「法律上の障害」がなくなった時から債権の消滅時効は進行すると解
されている
（６）
。したがって，権利者の病気や行方不明などの「事実上の障害」がある
ときでも，時効は進行し，また，法律的な障害があっても，たとえば，同時履行の
抗弁権が付着している債権などのように，債権者の意思によって除きうるものは，
時効の進行をとめないと解されている。天変地異があっても，未成年者や成年被後
見人など制限行為能力者に法定代理人がいなくても同様である（ただし，時効の停
止につき，民法158条・161条参照）。
さらに，判例は，権利者が権利を行使することができることを知らなくても，そ
れは権利の行使についての法律上の障害ではないので，時効は進行するとする（大
判昭和12年９月17日民集16巻1435頁）。この判例は，債務の不存在を知らない非債
弁済の場合にも，不当利得返還請求権の消滅時効は民法166条の規定どおり，権利
の発生と同時に進行を開始するとしたもので，本問を考える上で，先例として重要
である。
そうすると，不当利得返還請求権の消滅時効は，権利者の知・不知にかかわらず，
不当利得返還請求権が発生した時点ということになる。
（２）特別な場合
他方，今日の判例は，理論的には権利行使が可能であっても，実際上の配慮から，
消滅時効の起算点を権利発生時としていない場合がある。
ア）供託金の取戻請求権の起算点について，最高裁は，供託時ではなく，供託の
基礎となった債務についての紛争の解決等によって供託による免責の効果を受ける
必要が消滅した時としている（最大判昭和45年７月15日民集24巻７号771頁）。供託
時とすると，まだ紛争が解決していない間に，供託金の取戻請求権の消滅時効が完
成することになって，供託者にとってあまりに酷な結果となるからである。同様に，
債権者不確知を原因とする弁済供託の場合も含めて，供託者が免責の効果を受ける
必要が消滅した時から，供託金取戻請求権の消滅時効は進行するとされている（最
判平成13年11月27日民集55巻６号1334頁）。
イ）自動継続特約付きの定期預金契約の預金払戻請求権の消滅時効について，最
高裁は，初回満期日ではなく，自動継続の取扱いがされなくなった満期日が到来し
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た時から進行するとした（最判平成19年４月24日民集61巻３号1073頁，最判平成19
年６月７日裁判所時報1437号18頁）
（７）
。初回満期日が到来しても，預金払戻請求権の
行使については法律上の障害があるというべきであるとの理由が述べられている。
自動継続特約の効力が維持されている間は，満期日が経過しても新たな満期日が弁
済期となって，預金者は次の満期日までは預金払戻請求権を行使することができな
いことが考慮されている。本判決はここでの２つの判決を引用していることから，
少なくとも考え方において本件の類似性があるとみているということができよう。
ウ）安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したことを理由とする損害賠償請求権
の起算点について，最高裁は，安全配慮義務違反があった時や損害が発生した時で
はなく，じん肺所定の管理区分についての最終の行政上の決定を受けた時とした
（長崎じん肺訴訟に関する最判平成６年２月22日民集48巻２号441頁）。さらに，最
高裁は，じん肺を原因として死亡した場合については，最終の行政上の決定を受け
た時からではなく，死亡の時から進行するとした（最判平成16年４月27日判時1860
号152頁）
（８）
。じん肺が症状が固定しない特異な進行性の疾患であることが考慮され
たものである。
エ）死亡保険請求権の消滅時効の起算点について，生命保険契約に被保険者の死
亡の日の翌日を起算点とする約定があっても，行方不明になって３年以上が経過し
て遺体が発見されたという特段の事情がある場合には，遺体発見の時に消滅時効が
進行するとした（最判平成15年12月11日民集57巻11号2196頁）。遺体発見までは，
保険金請求の権利行使を現実に期待することができないことが考慮されている。
３　争点をめぐる議論
（１）問題性
本件の過払金返還請求権は，その法的性質は不当利得返還請求権であり，その消
滅時効の起算点は，不当利得返還請求権が発生した時点が消滅時効の起算点となる
のが本来の原則である。すなわち，消費貸借の借主が利息制限法所定の利息を超え
る利息（制限超過利息）を支払い，過払金返還請求権が発生するとすれば，その時
点から権利行使ができるはずであるから，その時点が過払金返還請求権の消滅時効
の起算点ということになりそうである（なお，改正前の利息制限法１条２項を，元
本債権が存在している場合に，返還請求を否定した規定であると解すると，元本債
権が存在している間は，当然に充当されるので，過払金返還請求権自体が生じてい
ないことになる）。
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しかし，他方，本件のように貸主と借主との間に複数の借入れと返済がある消費
貸借取引においては，途中の弁済の時点で，過払金返還請求することは理論上は不
可能ではないとしても，取引が継続している間は，現実には借主が貸主に返還請求
を期待することができないとすれば，前述の特別な場合（２ア～エ）と同様の配慮
をする必要があるともいえそうである。
こうしたことから，過払金返還請求権の消滅時効の起算点をどのように考えるべ
きかが問題となるわけである。
（２）従来の下級審裁判例及び学説
近時議論されるようになったこの問題については，下級審判例及び学説は，①過
払金発生の時点で過払金返還請求権の行使は可能であり，法律上の障害はないので
あるから，この時点が起算点となるとする考え方（過払金発生時説）
（９）
と②充当合
意があることを前提とし，１個の連続した貸付取引の終了時であるとする考え方
（取引終了時説）
（10）
に分かれ，対立していた
（11）
。
以前に最高裁は，過払金発生時説を採用した原審（前掲注（９）の広島高松江支判
平成19年９月５日）の上告を不受理とした（最判平成19年12月25日金法1837号56頁）。
そのため，最高裁が過払金発生時説を認めたかのようなコメントや解説も見られた
が，上告不受理決定であるので，そうした理解に対しては批判も加えれていたとこ
ろであった。
本判決の直前に，最高裁は，「過払金充当合意を含む基本契約に基づく継続的な
金銭消費貸借取引においては，同取引継続中は過払金充当合意が法律上の障害とな
るというべきであり，過払金返還請求権の行使を妨げるものと解するのが相当であ
る。」（最判平成21年１月22日民集63巻１号247頁）
（12）
として，取引終了時説を採用し
た。本判決はこれを踏襲するものであるが，その後も同様の立場の最高裁判決（最
判平成21年３月６日裁判所時報1479号３頁）が出されている。
４　本判決及び反対意見の意義
本件の１審・原審は，過払金発生時説に立ち，本判決は，取引終了時説を採用し
た。法廷意見は，最高裁平成21年１月22日判決を踏襲するものである（基本的な事
案も同様）が，本判決には，田原睦夫裁判官による反対意見が付されている点が非
常に注目される。
（１）本判決（多数意見）の考え方
まず，①本件基本契約には，過払金が発生した場合にはこれをその後に発生する
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新たな借入金債務に充当する旨の合意（過払金充当合意）を含んでいるとし，②そ
こで，こうした過払金充当合意においては，新たな借入金債務の発生が見込まれる
限り，過払金は同債務に充当されることになるので，借主が過払金返還請求権を行
使することは通常は予定されていないというべきであるとする。これを根拠として，
③過払金充当合意に，新たな借入金債務の発生が見込まれなくなった時点（取引が
終了した時点）で，過払金が存在していれば，その返還請求権を行使するが，それ
までは過払金が発生してもその都度その返還を請求することはしないで，そのまま
その後に発生する新たな借入金債務への充当の用に供するという趣旨が含まれてい
るとする。そして，④この過払金充当合意の趣旨から，取引継続中は過払金充当合
意が法律上の障害となり，過払金返還請求権の行使が妨げられている（したがって，
消滅時効は進行しない）。ただし，⑤過払金返還請求権の行使についてこれと異な
る内容の合意が存在するなど特段の事情があれば別だが，本件にはそうした特段の
事情があったことはうかがわれないとして，取引終了時説により，消滅時効は完成
していないと結論づけている。加えて，⑥なお書きで，過払金発生時説を採ること
は，借主に対して，過払金返還請求権の消滅時効期間の経過前に，貸主との間の取
引を終了させることを求めるに等しく，過払金充当合意を含む基本契約の趣旨に反
することになるから相当ではないと述べ，前述の自動継続定期預金に関する最高裁
平成19年４月24日判決及び最高裁平成19年６月７日判決を引用している。
過払金充当合意の存在によって，取引継続中の過払金返還請求権の行使が通常予
定されておらず，また，借主に取引を終了させることを求めるべきではないから，
法律上の障害があるというべきだという考え方である。
（２）反対意見の考え方
田原睦夫裁判官は，原審の同様，過払金発生時説を採るべきであるとする。重要
であるので，やや詳しく，引用しながらその内容・論拠を確認しておきたい。
第１に，「金銭消費貸借において，借主が利息制限法所定の利率を超える利息を
支払った場合には，その過払金発生の都度，不当利得返還請求権が発生し，借主は，
その発生と同時にその請求権を行使することができる。そのことは，金銭消費貸借
にかかる基本契約において，過払金が発生した場合には，これをその後の新たな借
入金債務に充当する旨の合意を含むものであっても同様であり，かかる合意の存在
は，過払金返還請求権の行使において，法律上又は事実上何らの支障を生じさせる
ものではない。」という。すなわち，過払金発生の都度，不当利得返還請求権が発
生し，借主はそれを行使することができるのであって，過払金充当合意の存在は，
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法律上又は事実上の障害にはならないという考え方である。
第２に，「明示の特約が定められていないにもかかわらず，過払金充当合意に上
記のような過払金返還請求権の行使時期に関する合意まで含まれていると解するこ
とは，契約の合理的な意思解釈の限度を超えるものであり，契約当事者が契約締結
時に通常予測していたであろう内容と全く異なる内容の合意の存在を認定するもの
であって，許されないものというべきである。また，過払金返還請求権は，法律上
当然に発生する不当利得返還請求権であるところ，その精算に関する充当合意につ
いてはともかく，その請求権の行使時期に関して予め合意することは，その債権の
性質上，通常考えられないところである。」という。すなわち，多数意見の過払金充
当合意の解釈は，合理的な意思解釈の限度を超える不当なものであるとしている。
第３に，多数意見が，過払金発生時説をとることは，借主に取引を終了させるこ
とを求めるに等しく，それは過払金充当合意を含む基本契約の趣旨に反し妥当では
ないとしている点に対して，「過払金返還請求権を行使すれば，貸主は，事実上新
たな貸付けに応じなくなる蓋然性は高く，その結果，借主との間の継続的な金銭消
費貸借取引を終了させることになると見込まれるが，そうであるからといって，借
主に，行使することのできる過去の過払金返還請求権を留保させながら，なお継続
的な金銭消費貸借契約に基づき新たな借入れをなすことができる地位を保持させる
ことが，法的に保護するに値する利益であるとは考えられない。」という。そうし
た解釈をしてまで，借主に借入れを継続させる保護を与える必要はないという考え
方である。
第４に，「多数意見のように，取引終了時から時効が進行すると解すると，その
取引開始時が数十年前であり，不当利得返還請求権の発生がその頃に遡るものであ
っても，その後取引が継続されている限り，取引終了時から過払金発生時に遡って
不当利得返還請求権を行使することができることとなり，現に本件においては，訴
提起時から27年余も以前の過払金の請求が認められることとなる。しかし，かかる
事態は，商業帳簿の保存期間が10年であること（商法19条３項），時効制度が，長
期間の権利の不行使にかかわらず，その行使を認めることが，かえって法的安定を
害しかねないことをもその立法理由とする制度であること等，期間に関する他の諸
制度と矛盾する結果を招来することとなり，当事者に予測外の結果をもたらすこと
になりかねない。」という。10年以上，数十年も遡って過払金返還請求権が行使で
きることの不当性を述べている。
第５に，「（多数意見では）借主が新規の借入れをなした後に過去に遡って不当利
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得返還請求権を行使した場合には，新規の貸付金が10年以上前に生じたものを含む
過払金と相殺充当されるほか，更に別途不当利得返還請求に応じなければならない
こととなる可能性が存する以上，新規の融資に応じないこととなると見込まれるの
であって，多数意見の解釈は，基本契約に基づいて長期間に亘って継続して融資を
受けてきた借主が更に継続して融資を受けることを希望する場合の借主の利益に適
うものとは必ずしも言えないのである。多数意見の解釈によって利益を得るのは，
既に基本取引契約を終了したうえで，不当利得返還請求権を現に行使し，あるいは
行使しようとしている一部の借主に限られるのであって，かかる借主の保護のため
に，契約の意思解釈の枠組みを著しく拡大することは妥当とは言えない。」という。
多数意見によると，借主が新規の融資を得られないことになり，かえって借主の保
護にならないし，また，一部の借主のために，契約の意思解釈の枠組みを著しく拡
大することは妥当ではないとしている。多数意見が契約の意思解釈の枠組みを著し
く拡大するものであるとの指摘は，重要である。
第６に，多数意見が最高裁平成19年４月24日判決及び最高裁19年６月７日判決を
引用している点について，「上記各引用判決は，いわゆる自動継続特約付の定期預
金契約における預金払戻請求権の消滅時効の起算点に関する判例であるが，自動継
続定期預金契約における自動継続特約は，預金者から満期日における払戻請求がな
されない限り当事者の何らの行為を要せずに満期日において払い戻すべき元金又は
元利金について，前回と同一の預入期間の定期預金契約として継続させる内容であ
ることが預金契約上明示されているのであって，本件の如き不当利得返還請求権の
消滅時効期間の始期に関する契約の意思解釈に関する先例としては，適切を欠くも
のというべきである。」という。
５　分析と私見
この問題については，多数意見の結論は大方，好意的に受け入れられているよう
に見受けられる
（13）
が，多数意見には，理論的にも，実際上も問題があり，私は，基本
的には，反対意見を支持すべきものと考える。
（１）理論的問題点
まず，権利行使の理論的可能性があれば，消滅時効は進行するのが，民法の原則
である。民法は，起算点に権利者の認識を必要とする場合には，その旨を明示して
おり（民法426条・724条・884条など），そのことからしても（民法の論理的ないし
体系的解釈），そうでない限りは，たとえ，権利行使ができることを知らない場合
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でも消滅時効の進行は妨げられないというべきである。したがって，過払金返還請
求できることを知らないことをもって，法律上の障害とみることはできない。
もっとも，前述の２（２）にあげたように，理論的には権利行使が可能であっても，
実際上の配慮から，起算点が権利発生時とされない場合がある
（14）
。本件の場合もこれ
らと同様だと考えれば，同様に権利者保護の要請・配慮から起算点を動かし，それ
を取引終了時とすることも可能とも考えられないではない。しかし，これらの場合
は，理論的にもそれぞれが特異な制度ないし場面であって，供託時（ア），当初満
期日（イ），安全配慮義務違反があった時又は当初の損害発生時（ウ），被保険者の
死亡日の翌日（エ）から起算することは，権利者を不当に不利益に扱うことになる
場面であるといってよい。
これに対して，本件の過払金の場合は，単純な不当利得返還請求の場面にすぎず，
同じく権利行使の可能性が困難といっても，それらの場合とは質的に異なるように
思われる。判例は，前述したように，一連計算ないし一連充当問題においての合意
理論を受けて，「過払金充当合意」なる合意があるものと構成した判断をしている
わけで，この合意に自動継続特約の趣旨を読み込むこともできなくはなさそうであ
るが，もともとこの「過払金充当合意」は一定の場合に債務者を保護するためにい
わば創作された理論であって，実際にそうした合意（特約）が結ばれているわけで
はないことは異論がないであろう。判例は，過払金を充当するために「過払金充当
合意」を擬制・創作し，それに仮託して，一定の場合に債務者保護を図っているわ
けで，これと定期預金における明示の自動継続特約とを同一視することはできない
というべきであろう（加えていえば，そもそもすでになされた預金の継続とこれか
ら新たにするであろう借入れ（取引継続）を同視することはできないように思われ
る）。また，紛争があるからこその供託であるといった事情もない。じん肺のよう
な特異な進行性（蓄積進行型）の疾患のため消滅時効の段階的完成を認めることが
できるような，各損害の間に質的な違いがある場合と想定できるわけでもない。死
亡保険金請求権という権利の性質からいっても被保険者の死亡の事実が重要である
のに，それが判明しないうちに消滅時効を進行させることは不当であるし，しかも
短期３年で時効にかかることを認めるのは実際上もあまりに不当である。このよう
に，これらそもそもの権利の性質からみても，そのように解するほかない場合と異
なり，本件の過払金返還請求権は，理論的には，法律上の障害のない単純な不当利
得返還請求権とみてよい場合である。
この点で，意思解釈としての不当性を論じている田原裁判官の反対意見が正当で
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あるように思われる。だいたいにおいて擬制に擬制を重ねるような法解釈は，たと
え結果が妥当であるとしても，用いるべきではない。理論を駆使していかようにも
法律構成することに慣れている法律家はともかく，一般の良識・常識からすれば，
単なる詭弁や屁理屈にみえるような理屈は，法理論として説得力を持たず，そのこ
とがかえって法への信頼を失わせる結果となり，ひいては法律軽視の風潮を招来す
ることにもなるように思われるからである（どうしても貸金業者を負かせたい，消
滅時効の主張を認めたくないというのであれば，判例のような合意理論，そして過
払金充当合意によるのではなく，より直截な理論によるべきである）。
（２）実際的問題点
次に，実際にも，取引継続が予定（仮想？）される限り，過払金返還請求権が半
永久的に消滅時効にかからないという結論は妥当なものとは思われない。わが国が
消滅時効を法制度として持たない，あるいは立法論としてそれを廃止するというこ
とであればともかく，債権・請求権は，それがたとえ故意による殺害行為によるも
の（損害賠償請求権）であっても，消滅時効にかかることとのバランスからみても，
ひとり過払金返還請求権のみを法解釈の上で特別に扱うべきではないであろう。学
説には，違法状態それ自体は，所有権と同様に消滅時効にかからないとの主張もあ
る
（15）
が，私は，むしろ時効には，それが取得時効か消滅時効かを問わず，違法状態を
適法化ないし正常化する機能もあるのではないかと思う
（16）
が，それはともかくとして，
訴えの提起の時から何十年も前の（実際に本件でも27年余も経過している）過払金
返還請求が認められることになるような結論は，あまりに非常識であって，いずれ
の時効の存在理由から考えても，正当化することはできないように思われる。
また，貸金業者といっても，一定の消滅時効を前提とした帳簿管理ないしデータ
管理が許されてよいように思われる。実をいえば，私も実務上（裁判所においても），
貸金業者から３年以前とか10年以前の帳簿ないしデータは存在しないとか廃棄（消
去）・紛失したとかいう主張をされた経験があり，そのたびに「そんなはずはない。
嘘をつくな。」と憤る気持ちがわき，言い逃れの不誠実な対応のように感じること
がたびたびあったのであるが，日本民法において債権の消滅時効期間が10年と定め
られている以上，それを超える権利行使（貸金業者からいえば義務負担）は認めら
れなくても基本的にはやむをえないというべきではないだろうか。それを原則とし
た上で，貸金業者が取引開示を拒んだり，過払金返還請求を故意に妨害したなどの
ように悪質性・不当性が認められるとかの事情があれば，積極的に信義則や権利濫
用などの一般条項を活用することによって，時効の援用を否定することはあってよ
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いと思う。
（３）私見の結論
このように，私は，過払金返還請求権は，過払金発生時から10年の消滅時効にか
かるのを原則としつつ（過払金発生時説），貸金業者に時効を援用させることが信
義則違反や権利濫用にあたる場合には，援用権を認めないものとすればよいのでは
ないかと考えるのであるが，その悪質性や不当性の程度は，通常考えられるよりも，
緩和して（すなわち貸金業者側に厳しくして）認めてよいであろう。旧貸金業規制
法（現，貸金業法）等の法令（コンプライアンス）を遵守しなかったり，取立規制
を含む顧客に対する違法ないしきわめて不当な対応がされたような場合には，権利
者の権利不行使に寄与した程度に応じて，制裁的な意味合いをもって，信義則違反
や権利濫用として時効援用権の全部又は一部を否定することができると考えたい。
これにより，消滅時効の起算点に関する法の理論・原則は貫きつつ，悪質・違法は
もちろん，問題のある不当な貸金業者には与しないという立場がとれるのではない
かと思うからである。
（４）本判決の射程
最高裁は，平成21年１月22日（第一小法廷），３月３日（第三小法廷），３月６日
（第二小法廷）とすべての小法廷において，過払金返還請求権の消滅時効につき，
取引終了時説を採用した。これでこの問題にはひとまず決着がついたということが
できよう。ただ，その寄って立つ理論的根拠が，前述の合意理論を前提とした過払
金充当合意であることから，今後，実際にどのような場合に，そうした合意がある
と認められるのか，そうした合意が認められないとされる場合（たとえば，充当を
否定した丸久事件判決やぷらっと事件判決）があるとすれば，その場合には消滅時
効の起算点はどうなるのかなど，議論の余地は残されている。最高裁の合意理論か
らして，充当が否定される場合には，本判決とは異なり，その場合には，過払金発
生時から時効が進行すると解されることになるものと思われる。
また，本判決は，「過払金返還請求権の行使について上記内容と異なる合意が存
在するなど特段の事情がない限り」との例外を認めているが，そうすると，貸金業
者と借主が過払金の充当をしない合意や過払金返還請求権の行使やその消滅時効の
起算点についての合意をした場合にどうなるのかが問題となる。この点で借主に不
利益な合意を最高裁は認めるのであろうか。そうだとすると，結果的には，そうし
た合意（特約）を結べばよいのであるから，これら最高裁が苦労して構築した理論
は実際には意味がないものとなってしまうことになりはしないか。そうした事態に
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なった場合には，さらに，借主が保護される理論を創作するのであろうか。
いずれにせよ，合意理論の再考とともに，過払金充当合意による理論の再検討は
なお必要であるといえよう。
注
（１）制限超過利息（過払金）の扱いをめぐるこれまでの判例法理については，良永和隆「過払
金返還請求の法理論と時代思潮」クレジットエイジ357号10頁－17頁（平成21年）参照。
（２）同判決については，良永和隆「利息制限法３条所定のみなし利息及び過払金の充当」ハイ
ローヤー224号88頁以下参照（平成20年）（余談であるが，判例評釈・解説類については，第一
法規法情報総合データベース等で簡単に調べられる現在においては，少なくともそこに掲載さ
れている文献をさらに引用する必要はないのではないかと思われる。よって，本稿では拙稿の
み掲げておくことにする。以下も同様である）。
（３）同判決については，良永和隆「別口の他債務に対する過払金の充当の可否及び民法704条前
段所定の利息の利率」ハイローヤー264号72頁以下参照（第一事件）（平成19年）。
（４）同判決については，良永・前掲注（３）72頁以下参照（第二事件）（平成19年）。
（５）多数の文献があるが，代表的なものをあげれば，整合性がない（特に平成19年２月13日の
丸久事件判決は特異で誤った判決である）とみる見解として，茆原正道・茆原洋子『利息制限
法潜脱克服の法理』（勁草書房，平成20年）236頁－300頁，反対に，判例法理として一貫して
おり整合性があるとみる見解として，桑岡和久「判例における過払金の充当」甲南法学48巻３
号61頁－108頁（平成20年），中村也寸志「最高裁判決による過払金返還請求訴訟の帰着」金法
1863号６頁以下（平成21年）。
（６）我妻栄『新訂民法総則』（岩波書店，昭和40年）484頁，川井健『民法概論１民法総則〔第
４版〕』（有斐閣，平成20年）369頁など通説。これに対して，権利が行使することが現実に期
待できた時と解する説として，星野英一「時効に関する覚書－その存在理由を中心として」
『民法論集第４集』（有斐閣，昭和53年）310頁，茆原・前掲注（５）222頁。
（７）同判決については，良永和隆「自動継続定期預金の消滅時効の起算点」ハイローヤー263号
86頁以下参照（平成19年）。
（８）同判決については，良永和隆「じん肺によって死亡したことを理由とする損害賠償請求権
の消滅時効の起算点」ハイローヤー232号73頁以下参照（平成17年）。
（９）広島高裁松江支判平成19年９月５日金法1837号58頁，岐阜地裁御嵩支判平成19年10月26日
金法1854号57頁，水戸地裁日立支判平成20年１月25日判時1998号101頁，山形地裁酒田支判平
成20年２月14日判時1998号101頁等。この立場に立つ学説として，近藤昌昭・影山智彦「過払
金返還請求訴訟における一連計算の可否をめぐる問題点について」判タ1250号20頁以下（平成
19年）。
（10）松江地判平成19年１月25日金法1837号68頁，名古屋高判平成20年２月７日金法1854号51頁，
広島高判平成20年６月26日，大阪高判平成20年10月22日，高松高判平成20年10月30日等（後３
者については金山・後掲による）。この立場に立つ学説として，滝澤孝臣「過払金返還請求権
の消滅時効の起算点」判タ1285号５頁以下（平成21年），金山直樹「過払い金の消滅時効の起
算点」金商1306号１頁（平成21年）。厳密にいえば「取引の終了」がいつかも問題となる。蔭
山・後掲注（12）26頁以下参照。
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（11）その他，具体的な過払金額を知るのは，貸金業者が取引履歴を開示した時であることから，
その時から過払金返還請求権の権利行使が可能となるとする説として，茆原・前掲注（５）223頁。
（12）同判決の評釈として，鎌野邦樹・金法1876号63頁以下（平成21年），松本克美・判評608号
10頁以下（平成21年），小野秀誠・民商140号４・５号174頁以下（平成21年），蔭山文夫・NBL914
号23頁以下（平成21年），永口学・金商1323号２頁以下（平成21年），瀧康暢・消費者法ニュー
ス79号78頁以下（平成21年），茆原正道・消費者法ニュース79号60頁以下（平成21年），茆原洋
子・月刊司法書士447号36頁以下（平成21年），原田昌和・法学セミナー653号120頁（平成21年），
中村心・ジュリスト1383号182頁以下，小林節・クレジットエイジ353号12頁以下（平成21年）。
（13）本判決に関するものではないが，前注（11）の各文献参照。なお，本判決の評釈としては，
田中幸弘・NBL901号４頁以下。
（14）これらの判決をもって，近時の最高裁は，厳密には「法律上の障害」説に立っておらず，
権利行使が現実に期待可能となった時点が起算点となるとする説（現実の期待可能性説）に近
い考え方をする傾向にあるという見方もあるところであるが，判例はあくまで「法律上の障害」
があるか否かを問題としており，権利行使が現実に期待可能かどうかではなく，権利行使の法
的な可能性を論じ，権利者の意思に基づいて権利行使が可能となった時に，法律上の障害がな
くなったと解しているものとみられる。この点，良永・前掲注（７）89頁参照。
（15）茆原・前掲注（５）222頁，茆原（正）・前掲注（12）72頁－73頁。
（16）私は，時効は過ぎ去った過去のことを問わないようにするという意味の制度であると考え
ている。筆者の時効の考え方については，良永和隆「時効の存在理由及び『時効と登記』再論」
『遠藤浩先生傘寿記念・現代民法学の理論と課題』（第一法規，平成14年）163頁以下。
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